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研究成果の概要： 
研究開発ネットワークがそれぞれの国と地域、また、国境を越えてどのような形で技術変化と

制度形成に貢献できるか、国際比較によって分析を行った結果、質の高い学術研究を行うとい

う従来から要請されてきた役割に加え、積極的に社会と連携することによって社会的課題を解

決するという大学に課された新しい役割が実現可能であることが確認された。地球環境問題な

ど、ステーク・ホールダー間の利害が簡単に一致しない社会的課題において、技術変化の方向

性と速度に関する調整役として、学識と中立性を期待される大学研究者が果たす役割は大きい。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006年度 1,100,000 0 1,100,000 

2007年度 900,000 0 900,000 

2008年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

年度    

  年度    

総 計 3,100,000 330,000 3,430,000 

 
 
研究分野：イノベーション研究 
科研費の分科・細目：経営学 
キーワード：環境イノベーション、共進化、研究開発、ネットワーク、構造解析、知識循環、

サステイナビリティ 
 
１．研究開始当初の背景 
環境イノベーションに関しては、マイケ
ル・ポーターが、企業競争力の分析の観点か
ら、厳しい環境規制は従来言われているよう
に産業の競争力を妨げるのではなく、むしろ
イノベーションを促すことにより長期的に
は競争力を増大させるという、いわゆる「ポ
ーター仮説」を提唱している(Porter and van 
der Linde, 1995)。しかしながら、いくつか
の事例は挙げられているものの、どのような

政策・制度の下で企業はどのような戦略を取
る必要があるのか、一般的なフレームからの
詳細な分析はなされていない。本研究は、「ポ
ーター仮説」がいかなる条件の下で成り立つ
のか、そのためにはどのような企業戦略、政
策・制度設計を選択すべきかを具体的に検証
する側面を持つ。それは、従来の環境経済学
における議論のように、環境政策として直接
規制と税・課徴金を想定し、主に静学的な観
点から効率性を比較する手法(Baumol and 
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Oates, 1988)に対して、環境イノベーション
の創出における企業戦略と政策・制度のネッ
トワークを通じた共進化のダイナミック分
析という新たな視点を提供する。これまで組
織・マネジメント研究では、戦略的アライア
ンスに関して(Gulati, 1998, 1999; Gulati 
and Gargiulo, 1999; Gulati, Nohria, and 
Zaheer, 2000)、(Hagedoorn, 2002)等がある
が、イノベーション・ネットワークの視点は
希薄で、実証研究の対象が比較的少なく、構
造の静的な分析が主であった。特にネットワ
ーク特性、技術特質との相関関係、知識生産
の外部性・偏在性・累積性・粘着性からのフ
ィードバックによる経路依存性を考慮した
モデル化は、(Cowan and Jonard, 2005)など
一部に止まっている。 
 
２．研究の目的 
イノベーションの創出においては、科学か
ら技術への一方向のリニア・モデル(Bush, 
1945)から、部門・フェイズ間での相互作用
を重視した連鎖モデル(Kline and Rosenberg, 
1986)、そして制度・政策を含めたナショナ
ル・イノベーション・システム(Lundvall, 
1992; Nelson, 1993)の議論を経て、研究開
発コミュニティーと政策・制度の相互作用を
通じた共進化が重要であることが認識され
つつある。イノベーション・システムにおけ
る共進化に関しては、(Nelson, 1994; Ziman, 
2000)などが、国によって産業の出現・発展
に対する制度的な反応のペースとパターン
は異なっていると指摘している。(Murmann, 
2003)は、19世紀ドイツ化学産業が長期的に
競争力を確保できた要因として、大学を中心
としたネットワークを通じた科学情報の伝
達と人材の交流が重要であり、このネットワ
ークにおける大学研究者の社会的信用・評判
が特許制度の確立と実施に貢献したと論じ
ている。またフライト・シミュレーション産
業に関する(Rosenkopf and Tushman, 1998)
は、技術的な不確実性によって、技術の発展
プロセスが不安定期（高不確実性）と漸進期
（低不確実性）に分けられ(Tushman and 
Anderson, 1986)、それぞれ根本的に異なっ
たモードのネットワーク進化が生み出され
ると論じている。これら事例研究は技術・企
業・制度の共進化の過程を記述しネットワー
クの重要性を指摘しているものの、一般化さ
れた方法論が確立しておらず、定量的な研究
は行われていない。近年、産学官連携の進展
に顕著に見られるように、知識が各領域・組
織内で閉じた形で独立に生産・活用される様
式から、行動主体が個別の境界を越えて共同
作業を行なうネットワーク化が極めて重要
な役割を担いつつあるが(Freeman, 1991; 
Powell and Grodal, 2005)、特に環境問題の
ような単独では対処することが困難な複雑

な現象に対して、ネットワークを通じて多様
な主体が共創的に取り組むことにより、従来
得られなかったイノベーションを創出でき
る可能性がある(Yarime, 2005)。有機的な産
学官連携を通じて、科学技術的知識をユーザ
ーのニーズと組み合わせて新しい機能を生
みだし、それを広く社会において活用してい
くというイノベーション・プロセスの全体を
正確に理解することが求められている
(Branscomb, Kodama, and Florida, 1999; 
Mowery, Nelson, Sampat, and Ziedonis, 
2004)。本研究は、産学官連携における行動
主体間に発生する複雑なネットワークが知
識を生み出し、環境イノベーションを創出す
るに際して、科学技術知識の生産・流通・活
用システムが制度と共進化しながらその構
造・機能をダイナミックに変化させていく過
程を分析する。具体的には、産学官連携に関
するデータベースを活用して、共同研究・科
学論文・特許・実用化のネットワークを構築
しマクロ的な分析するとともに、大学・企
業・公的機関からのインタビューなどを通じ
てミクロ・レベルの情報収集を行い、企業戦
略及び公共政策・制度の観点から日米欧を含
めた国際比較分析を行う。 
本研究では、多様な組織に属する成員がネ
ットワークを形成する過程で学習活動を行
い、制度と相互作用を通じて共進化しながら、
環境イノベーションを創出していくダイナ
ミックなプロセスを、検証可能な形で分析す
ることを目指す。産学官連携に関しては、こ
れまで共同研究に関して長期間に亘るデー
タを蓄積してきており、こうしたデータベー
スを基にして、研究者の個人名を特定し、そ
の活動を科学論文・特許・実用化という形で
時系列に追跡することにより、イノベーショ
ン・プロセス全体の活動の相関・因果関係を
検証することができる。組織間での共同活動
に着目したネットワーク分析によって、それ
ぞれの構造・機能・進化がどう異なるのかが
システム的に分析できる。特に、新たな基礎
的科学知識を創出し、その多様な技術的可能
性を展開して、社会に広く還元していく環境
イノベーション分野においては、科学者・サ
プライヤー・メーカー・ユーザー間の緊密な
連携が極めて重要であり、その方法論の有効
性が大きいと考えられる。科学論文共著、特
許共願、技術開発プロジェクトにおけるイノ
ベーション・ネットワークの分析を行うこと
により、科学的知見と環境保全のような社会
的ニーズの効果的な組み合わせがどう行わ
れるのか、研究アジェンダの変遷に応じての
研究開発パートナーの柔軟な結合・組み換え
があるのか、研究開発ネットワークにおける
知識・情報のハブが形成されることにより参
加者の数・多様性の増大に貢献するのか、大
学の研究者が中立的な立場から新しい科学



 

 

技術の評価・標準化を先導することができる
のか、新しい科学技術が環境保全のような社
会的機能へ展開される際に公的機関による
橋渡し的役割がありうるのかなど、多面的な
側面について同一の方法論を用いて日本・米
国・欧州を含めた国際比較を行う。ネットワ
ークの構造・機能・進化を同定してモデル化
を行い、得られた知見を総合して、これまで
の実態の評価と将来必要な政策立案と制度
設計へ向けた提言を行う。 
 
３．研究の方法 
マクロ・レベルの定量分析とミクロ・レベ
ルの具体的な情報を組み合わせることによ
り、環境イノベーションの創出において研究
開発ネットワークがどのようなメカニズム
で形成され、制度との相互作用を通じて共進
化するのか、国際比較の観点から明らかにす
る。分析対象が産学官連携に関わる多くの組
織・個人であり、分析手法もマクロ構造のネ
ットワーク分析の定量分析を中心に、個別分
野の詳細な情報の定性分析も含むため、広範
な分析対象・手法と作業量を考慮し、3 年間
の研究期間を設定した。 
これまでに、国立大学と民間企業等との共
同研究・受託研究等について、国有特許を含
めたデータベースの整備・拡充を行ってきて
おり、こうしたマクロ・レベルのデータベー
スを基盤として、環境イノベーションに関す
るデータを選び出し、産学官間の共同研究の
ネットワークの構造・機能とその進化の過程
を分析した。具体的には、産学官共同研究デ
ータベースに含まれる大学・企業・公的機関
を対象として、共同研究・共著論文・共願特
許・技術開発プロジェクトに着目し、イノベ
ーション・ネットワークの構造・機能・進化
を分析する。共同研究データベースに含まれ
る研究代表者について、著者となっている科
学論文、発明者となっている特許、参加して
いる技術開発プロジェクトに関するデータ
を収集し、各データ間のリレーショナル情報
も含めた広範なデータベースの構築を行っ
た。それぞれに関して、大学所属部局・企業・
公的機関をノードとし、共同研究・論文共
著・特許共願・技術開発プロジェクトのパー
トナーとの関係をリンクとすることでネッ
トワークの形成を行った。時系列にデータを
蓄積してネットワークのトポロジーを同定
し、その進化過程の時系列的な変化を可視化
した。マクロ的な観点から、産学官を含めた
各アクターが研究開発活動において空間的
及び時間的にどのような役割を果たしてき
たか、それぞれの貢献と協力関係の分析を行
った。こうして構築したデータベースを社会
学的・物理学的ネットワーク理論により分
析・構造化し、新たな研究手法上必要になる
分析ツールも同時に活用しながら、定性的及

び定量的な両面から分析を行った。 
マクロ・レベルにおける共同研究・科学論
文・特許・ベンチャーに関するネットワーク
の構造・機能・進化に関する知見を基に、産
学官の研究開発コミュニティーに関するミ
クロ・レベルでの分析を行った。具体的には、
環境イノベーションの特定分野に研究対象
を絞り、市場規模・製品販売などさらに下流
に関するデータと組み合わせて分析した。マ
クロ構造に関する定量分析とミクロのケー
スに関する詳細な情報を合わせることによ
り、これまでに科学技術知識の創出・伝達・
活用に関して産学官が行った活動と実施さ
れた政策を分析・評価した。大学、企業、公
的機関における各アクターが、研究開発・実
用化のどの段階でどのような形で知り合い、
どのような形で情報交換を行い、どのような
動機によって共同研究に移行したか、その結
果どのような科学論文・特許が生まれたのか、
また技術の実用化につながったのかなど、詳
細な個別情報をインタビューなどを通じて
収得・分析し、マクロ・レベルの分析を補完
した。さらに、科学技術知識の社会的・経済
的効果に関して、どのような分野でどのよう
な技術が開発され活用されてきたか理解す
るため、様々な企業による実用化の試みを中
心に調査・整理を行い、各技術の普及の度合
い、個々の企業が達成した市場規模などに関
して、可能な範囲で具体的に分析する。この
ようにマクロ構造に関する理解と具体的な
個別情報を基にして、総合的な分析を行った。
こうした日本に関するマクロ・ミクロの両面
からの知見を踏まえ、同一の手法を用いて、
米国、欧州を含めた各国・地域の環境イノベ
ーション創出における研究開発コミュニテ
ィー・ネットワークの分析を行った。産学官
連携に関する共同研究・科学論文・特許・技
術開発プロジェクトに関するデータベース
を構築・分析するとともに、大学、企業・産
業団体、および政策担当者へのインタビュー
を通じて、詳細な情報収集を行った。特に有
害物質・化学物質規制（RoHS, REACH）、
排出権取引市場など、近年 EUで導入される
環境政策・制度が世界の企業活動に大きな影
響力を与え始めていることを考慮し、特に注
意を払った。 
各地域に関するマクロなデータ分析とミ
クロなフィールドワークで得られた情報を
基にして、研究開発ネットワークの形成が環
境イノベーションの創出、その結果としての
産業競争力にどのような影響を及ぼしてい
るか、理論・実証の両面から国際比較を行っ
た。同一の分析手法を日本・米国・欧州など
の実際のデータに応用することで、社会的・
文化的に異なる条件で研究開発ネットワー
クと政策・制度との共進化のメカニズムがど
う異なるのか、モデルの形成と検証へ展開し



 

 

た。今回の研究から得られた知見と、これま
で行った化学産業、自動車産業、電機電子産
業に関する研究結果を総合的に検討し、産学
官連携ネットワークを通じた環境イノベー
ションの創出についての一般化可能なフレ
ームワークの構築を行った。さらに、国内の
政策・制度が海外における企業行動にも影響
を与える可能性、研究開発ネットワークの国
際的な相互作用、国際標準化機構（ISO）や
国際電気標準会議（IEC）などにおける技術
の国際標準化・認証、特許に関する非共有地
の悲劇や特許のプール制による共有を通じ
た知的財産の保護・管理など、現実に行われ
ているプラクティスへの有効性の視点も考
慮して企業戦略、公共政策の検討を進め、将
来の制度設計への提言を行った。 
 
４．研究成果 
日本の大学研究者は、鉛フリーはんだの可
能性を中立的な立場から評価し、研究者間の
国際的なネットワークを通じて世界に積極
的に情報発信をし、鉛フリーはんだに関する
材料規格の策定、試験方法の統一化など制度
的な枠組みが国際的に整備され、技術変化を
促進した。産学官に渡る研究開発ネットワー
クが技術変化と制度形成に与える影響は国
と地域によって多様性が認められるが、大学
や公的機関の研究者が主導する研究開発ネ
ットワークが国際的に展開するに伴い、それ
ぞれの国と地域の制度が長期的に収斂して
いく可能性が高いと考えられる。研究開発ネ
ットワークがそれぞれの国と地域、また、国
境を越えてどのような形で技術変化と制度
形成に貢献できるか、国際比較によって分析
を行った結果、質の高い学術研究を行うとい
う従来から要請されてきた役割に加え、積極
的に社会と連携することによって社会的課
題を解決するという大学に課された新しい
役割が実現可能であることが確認された。地
球環境問題など、ステーク・ホールダー間の
利害が簡単に一致しない社会的課題におい
て、技術変化の方向性と速度に関する調整役
として、学識と中立性を期待される大学研究
者が果たす役割は大きい。それぞれの研究開
発ネットワークの果たす機能は、その置かれ
た国や地域のイノベーション・システムの特
性によって制約されることが示唆された。日
本のイノベーション・システムにおいて、研
究開発ネットワークは日本国内の技術開発
を促進し市場形成と技術普及に貢献した反
面、環境規制に関わる制度形成に対する影響
力は極めて限定的であった。それぞれの国
家・地域において、技術変化と制度形成を共
進化させて技術の社会に対する貢献を最大
化するためには、大学を中核とする研究開発
ネットワークと分析対象となる国や地域に
おけるイノベーション・システムの相互作用

をより深く理解することが必要であり、将来
に残された研究課題となる。 
米国では環境規制の導入が見送られた後、
研究開発活動が一時下火となり、日本と比較
して研究開発ネットワークの形成が遅れた。
また環境規制の導入を決定した欧州におい
ては、大学と民間企業が互いに独立した形で
ネットワークを形成し、効果的な産学官連携
がなかなか進まなかった。研究開発ネットワ
ークの構造と機能は、米国と欧州の鉛フリー
はんだの市場化とその電気電子製品への導
入の実績に影響を与え、鉛フリーはんだの早
期の実用化を阻害する要因として働いた。ネ
ットワークの構造をみれば、欧州では域内の
環境規制に対しては合意形成が行われたの
と対照的に、統一的な産業政策の形成は進ま
ず、技術開発において産学官連携を促進する
ためのプロジェクトの実施が遅れた。一方米
国は、欧州における環境規制の導入と日本に
おける鉛フリーはんだの技術開発及び実用
化の状況に影響を受けて、その後は急速に産
学官の研究開発ネットワークへの参加が増
えつつあるものの、日本のネットワーク構造
ほどの密度には達していない。このようなネ
ットワーク構造の差異は、両地域の鉛フリー
はんだの技術変化と産業への導入に大きな
影響を及ぼしたことが考えられる。日本にお
いては、地球環境問題のような社会的課題に
対して、大学研究者が中立的な学術的立場か
ら新しい研究アジェンダを提案し、産学官が
連携して研究開発ネットワークを形成しな
がら技術開発を進めたことは、技術の民生利
用と開発速度を加速する上で重要な役割を
果たしたと評価できる。米国及び欧州におい
ては、社会的課題を先取りして積極的に連携
を進める大学研究者の調整機能は顕在化さ
れることはなく、研究開発ネットワークの形
成は遅れ、もしくは分断されて、技術開発が
遅れた可能性が高い。さらに、日本の研究開
発ネットワークが、技術評価の統一化やイン
ターフェースの標準化を通じて世界の環境
規制に関する制度設定に貢献したことは高
く評価できる。 
今後サステイナビリティに向けたイノベ
ーションに向けて、知識循環システムにおけ
る不整合性が大きな問題となる可能性があ
る。水資源に関しては、海水淡水化向けの逆
浸透膜、下水処理などに使う精密ろ過膜など
の水処理技術が果たす役割は極めて重要で
あり、東レなど日本企業が開発した技術は世
界的に見て非常に高い水準にある。しかしそ
の優れた技術が中国など水不足・水質汚染が
深刻な地域において有効に活用されている
とはいえず、ビジネス・モデルとしても必ず
しも成功しているわけではない。水資源の持
続可能性を追求するにあたっては、需要の予
測、水質の確保、水処理技術の開発、管理シ



 

 

ステム・インフラの構築、水利用のマネジメ
ント、関連する法律・制度の整備など、多く
の側面に亘る知識が求められる。日本国内で
基盤技術の研究開発に関する知識の創出・共
有・利用において効果的に働いた産学官連携
のネットワークが、他国に対する単なる技術
的知識の移転にとどまらない、現地の社会レ
ベルでのイノベーションの創成に向けては、
十分に機能しない可能性がある。一方、フラ
ンス・ヴェオリア、スエズやイギリス・テム
ズなどの欧州企業は、現地のサプライヤー、
ユーザー、公的機関を含めた有機的なネット
ワークを形成し、水処理に係る要素技術の知
識だけではなく、水資源の重要性や、水管理
システムの維持・運営を含めた様々な知識を
パッケージ化して提供することで、中国など
で積極的にビジネスを展開している。これま
で日本国内では、水関連事業は主に公的部門
が担当し、長い間その運営・管理が行われて
きた。しかし近年、環境関連サービスの民営
化が進められる中で、長年にわたって蓄積し
てきた水処理・管理の経験やノウハウに関わ
る知識を体系化・形式化し、国際的な制度設
計の提案と組み合わせることで、地球全体の
水資源の持続可能性に向けて戦略的に展開
することが強く求められる。 
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